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沖縄県民の民意を尊重し米軍新基地の問題解決を求める意見書

沖縄県名護市の米軍基地建設を巡って、政府と沖縄県が対立している事態は、国

と地方の関係を巡る問題として看過できない問題である。

沖縄県民は、名護市辺野古への米軍新基地建設に反対する意思を、国政選挙や２

回の県知事選挙の結果などによって明確に表明し、当該県知事、県議会と共に建設

反対の決意を示している。

地方自治体は、中央政府とは対等の立場であり、沖縄県の問題は、全ての地方自

治体と国との関係において大きな危惧を抱かせるものである。

よって、国会及び政府に対し、地方自治尊重の姿勢を示し、沖縄県民の民意を踏

まえ真摯に話し合うよう、強く要望する。

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。
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